
【特集】

〈第 32回大会シンポジウム「『ゆとり世代』を教師として迎え始めた中等社会科教育界一『失われた 10年』批判に社会科

教師はどう応えるのかー」〉

「ゆとり教育論争」が中等社会科教育に問いかけたもの

1. はじめに

平成 10年版学習指導要領 1) による教育課程が展開

された時期メデイア等では「ゆとり教育論争」が展

開された。平成 10年版学習指導要領のもと，平成 14

年 (2002 年）から約 10 年間，児童• 生徒の体験を重

視し，知識の習得に加えて思考力や判断力をより重視

する教育が全国の教室で実践された。一方で，週5日

制で授業時間が少なくなっていることに加え，学習内

容が厳選されたため，「学ぶ知識量が少なすぎる」と

の批判を招くことになった 2)。また，主要教科に加え

て「総合的な学習の時間」が設定され，教科の枠組み

を超えて子供達が自ら課題を設定し解決する学習を目

指したが結果として，教員の指導力によって学習成

果にバラッキも見られた匹

「学ぶ知識量が減少する＝学力の低下」等の「ゆと

り教育批判」がメデイアを騒がせるなか見中央教

育審議会は，平成 10年版学習指導要領による教育を

「成果はあったものの課題も残る」と平成 20年 1月に

総括した 5)。そして，「『体験，ゆとり』か『知識詰

め込み』かではなく「生きる力」をはぐくむ教育を

目指し，基礎的な知識や技能の習得と思考力，判断

カ，表現力の育成を目標とする」という方向性を答申

し，平成 20年版学習指導要領を改訂した凡

このような「ゆとり教育」を巡る議論が 10年近く

にわたって行われてきたが， この論争を再整理するこ

とは，中等社会科教育を巡る議論への示唆を与えるも

のと思われる。例えば，中等社会科教育は，歴史学，

地理学，経済学，社会学，法律学，政治学，哲学，倫

理学などの個別基礎学問を基盤におきつつ，子供の体

験や課題意識を中心に据えて様々な社会課題を総合的

に解決する学習が展開されている。一方，中等社会科

は，その誕生時から「「各科目（学問）の系統性」と

「生徒の経験からの学びによる教科の総合性」のバラ

ンス」が論点となってきた歴史がある 7)。平成 10年版

学習指導要領で重視されたのは個別学問の知識を縦

割り的に学習することではなく，「生きる力」として

総合的な思考・判断力を活用した課題解決能力を育成

することであった。これは，「個別学問の系統性」と

＊文部科学省
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「社会科の総合性」等が議論となる中等社会科教育を

巡る言説と相通じるものがある。従って，「ゆとり教

育論争」における「『体験，ゆとり』か『知識，詰め

込み』か」，の論点を整理することは，中等社会科教

育を巡る議論への示唆を与えるものと思われる。

そこで，本稿は，まず「ゆとり教育」と呼ばれる平

成 10年版学習指導要領の策定背景と理念を中央教育

審議会の答申等から分析する。また，文献等を中心

に，「ゆとり教育」を巡る論評を整理，分析する。そ

の際は，「学習時間と学力」の関係についても若干触

れる。そして，平成 20年版指導要領改訂に際しての

議論も再整理することで，中等社会科教育のあり方，

特に系統性と総合性のバランスなどを検討する視点を

抽出し，示唆を得ることとする。

2. 「ゆとり教育」導入の背景と目的

「ゆとり教育」と呼ばれる平成 10年版学習指導要領

の背景や目的は，平成 8年 (1996年） 7月に発表され

た「中央教育審議会答申（第 1次）」 8) から窺い知る

ことが出来る。平成 8年中教審答申は，今後の社会の

変化と教育の方向性について「今後の我が国は，個性

が尊重され，真に豊かな成熟社会を実現。国際化，情

報化科学技術の発展，高齢化や少子化などの社会の

変化へ適切に対応し，個性的な人材や創造的な人材の

育成が不可欠。そのためには，「ゆとり」の中で「生

きる力」をはぐくみ，一人一人の能カ・適性に応じた

教育を展開・・・。」と示した。つまり，工業化社会から

知識情報化社会に変化するなかで，子供達が定型的な

知識を暗記することに留まらず， 自ら積極的に学び，

自ら課題等を解決する力を身につける必要性を提起し

た。平成 8年中教審答申を踏まえて，平成 10年版学

習指導要領の直前に公表された「教育課程審議会答

申」，）では，「学力は単なる知識の量と捉えるのでは

なく， 自ら学ぶ自ら考える力などの『生きる力』を身

に付けているかどうかによって捉えるべきである」と

し，昭和 62年 (1987年）教育課程審議会答申の「新

しい学力観」を発展させた 10)。

中等社会科教育では，「「学び方」を学ぶ」という方



向性が提示された。例えば，中学校社会科の地理的分

野の平成 10年版学習指導要領には，「…二つ又は三つ

の都道府県を事例として選び，具体的に取り扱うよう

にすること。なお，事例として取り上げる都道府県に

ついては，学校所在地の都道府県を含めて選び，それ

ぞれ特色ある視点や方法で追究するようにすること。」

や「…二つ又は三つの国を事例として選び，具体的に

取り扱うようにすること。なお，事例として取り上げ

る国については，近隣の国を含めて選び，それぞれ特

色ある視点や方法で追究するようにすること。」のよ

うに従来の日本や世界を網羅的に学ぶのではなく，

数地域を学ぶことで「「学び方」を学ぶ」ことが明示

された。教科書も 2,3の国， 2, 3の都道府県を事例

として扱う構成となり，「47都道府県を網羅的に学校

で学習しない」 11) ことがメデイア等で話題となった。

一方，「生きる力」とは，児童• 生徒が自分で課題

を見つけ， 自ら学び， 自ら考え，主体的に判断・行動

し，よりよく問題を解決する能力であるとされた。そ

して， 自らを律しつつ，他人と協調し，他人を思いや

る心や感動する心など，豊かな人間性とたくましく生

きるための健康や体力を育む力を重視した教育が実践

された。

また，平成 10年版学習指導要領では，「総合的な学習

の時間」を新設し，学習内容を厳選し，「「学び方」を学

ぶ」学習」へと転換した。さらに，観点別評価の充実を

図り，一方で，学習指導要領の基準性は「標準課程（歯

止め規定）」から「最低基準」へと転換された。

3. 「ゆとり教育批判」の文脈整理

このような期待を受けてスタートした平成 10年版

学習指導要領であるが，実施前からメデイア等で「ゆ

とり教育」に対する様々な議論が展開された。その背

景には，週 5日制の完全実施により授業時数が減少
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し， さらに「総合的な学習の時間」の設定で従来の

教科・科目の学習内容を 2・3割削減する「厳選」が

行われたことにある。学習内容の厳選が，学ぶべき知

識の減少となり，ひいては子供の学力が低下するので

は， との懸念が聞かれた。例えば，「小学校では都道

府県名やその位置を学ぶ機会すらない。中学校社会科

の地理分野では， 日本は 2,3の都道府県，世界は 2,

3の国や地域しか学習していない」，「小学校の算数で

は円周率を 3として計算している」，「小学校では台形

の面積を求める公式を覚えない」といった学習内容，

特に形式知の削減を懸念する論調がメデイアを騒がせ

た。諸課題を子供達が自ら設定して主体的に考察，解

決する学習活動，すなわち「生きる力」を育成するた

めには，その土台となる基礎基本の知識も必要である

が，その基礎的な知識不足を懸念する論調が多々展開

された。そして，学力を知識量で捉える論者も多いこ

とから，多くのメデイアで「ゆとり教育批判」が展開

された 12)。その結果，平成 10年版学習指導要領は，

十分な国民の理解を得るには至っていなかった 13¥
一方で，週5日制導入による授業時間の削減が，子

供の学力に影響するのでは， との批判も多かった。そ

こで，主要国の OECD・PISA調査 14) の得点と，主要

国の授業時間数の相関を整理すると，図 1のとおりで

ある。授業時間数と PISA調壺の国別平均点は，必ず

しも正の相関にはなっていない。子供一人一人をミク

ロ的に捉えると，学習時間の長短は，学力を規定する

重要な要因である。しかし，国家として規定した授業

時間数の長短は，必ずしも国としての学力の平均点を

規定しているとは言えない面もある。「週 5日制は学

力低下を招く」という論調は，単純に議論することは

困難といえる。授業時間数の長短と学力の関係は，学

カの定義代表値としての平均値の意味など，他の要

因も加味した丁寧な議論が必要といえる 15¥

560 

＾ 
550 

科 540

: ~530 

リS 520 

; ~510 

シ点 500

I 490 

480 

470 

460 

-『＝V 

日本

8→ ,,',.:::; ッ ド

◇ ドイツ

◇イギリス

◇ ルノ、メ

フランス
V 

◇ 
イタ,_ァ

V アメリカ

3,000 3,500 4,000 4,500 5,000 5,500 6,000 

授業時間 (1~6学年）

図1 授業時間と PISA得点の関係（主要国の比較）

資料： PISA2012調査 16) と文部科学省各国授業時間数調査 (2005年） 17) をもとに作成
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次に，「総合的な学習の時間」では，子供たちが自

主的，主体的な学びに取り組む素晴らしい授業が多々

実践された。一方で，「総合の時間で，何を教えて良

いか分からない・・．」と悩む教員も多数存在した。

また，教科をまたがる教育内容全てを教員が担当する

ことは難しいため，地域の様々な人材が関与し，地域

で教材を開発する必要が当初より提起されていたが，

実際は，地域と学校の連携が思ったほど進まなかっ

た。その結果，「総合的な学習の時間」の学習効果が，

個々の教員の資質に大きく左右される， との指摘が多

数見られた 18)。社会科教育界には，初期社会科で「既

存の学問成果を軽視した這い回る経験主義社会科」と

の批判に晒された経験があったにも関わらず，「総合

的な学習の時間」の授業実践を牽引したとは言い難

ぃ。「総合的な学習の時間」のあり方検討や実践にお

いて，中等社会科教育界の果たした役割を検証するこ

とも重要である。

表 1は，このような「ゆとり教育」を巡る論調を整

理したものである。「ゆとり教育批判」は，イデオロ

ギーや子供観の違いを超えて，様々な論点が提示され

ており子供観やイデオロギーで整理できないことに留

意する必要がある。

表 1 主な学力低下論・ゆとり教育論の類型

「ゆとり教育」に肯定的 「ゆとり教育」に否定的

教育過剰論，新自由 国際競争力低下論，

国家・社会の 主義的教育 学習意欲論・階層化論

観点 （石原慎太郎，三浦朱 （西村和雄，和田秀樹，

門等） 苅谷剛彦，陰山英男等）

児童•生徒中心主義
学習権論，吹きこぼ

的 教 育 論 体 験 型 ・
児童•生徒の

参加型学習論
れ論

観点
（寺脇研，加藤幸次

高浦勝義等）
（組合系等）

資料：山内乾史・原清治『学力論争とはなんだったのか』ミ

ネルヴァ書房， 2005年をもとに作成 19)

4. 「ゆとり教育批判」をどの様に総括し平成 20年

版学習指導要領に繋げたか

「学力低下」，「基礎基本の軽視」という平成 10年版

学習指導要領への批判が高まる中，平成 20年版学習

指導要領の検討が，平成 17年 (2005年）より中央教

育審議会初等中等教育分科会教育課程部会でスタート

した。そこで，「ゆとり教育」と呼ばれる平成 10年

版学習指導要領はどの様に総括されたのか。中央教育

審議会では，「基礎的な知識は， きちんと習得されて

いる，問題ない」， と平成 20年 (2008年）に総括し

た20)。むしろ，平成 10年版学習指導要領が重視し，

今後子供たちが社会において必要とされる「思考力，
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判断力，表現力，すなわち「生きる力」はまだ達成で

きていない」， との総括がなされた。

平成 20年版学習指導要領の改訂に向けて，中教審

は，「ゆとり」か「詰め込み」か， といった二項対立

ではなく，変化の激しい時代を担う子どもたちに，こ

の二項対立を乗り越える学習を提供することが重要で

ある， と提起した。そして，「基礎的・基本的な知識・

技能の習得」と「これらを活用する思考カ・判断カ・

表現力等」をいわば車の両輪とし，相互に関連させな

がら伸ばしていくことを求める答申を行った21¥
このような中央教育審議会答申の文脈は，中等社会

科教育にも様々な示唆を与えている。「中等社会科教

育を巡る問い」として，

・「学問の系統性」と「社会科としての総合性」の

バランス

・「知識重視」と「生徒の見方・考え方重視」のバ

ランス

・「学問の科学性重視」と「生徒の経験・体験重視」

のバランス

といった課題が従来から指摘されてきた。同様の課題

が「ゆとり教育論争」として議論されてきたが，その

総括である平成 20年の中央教育審議会答申では，「ゆ

とり」か「詰め込み」の二項対立を超えた学習への昇

華の可能性を打ち出している。そして，「基礎的・基

本的な知識・技能の習得」と「これらを活用する思考

カ・判断カ・表現力等」を車の両輪とする学習を展開

する教育課程を提示し，既に全国の学校現場で授業実

践が展開され始めている。平成 20年版学習指導要領

のもと，バランスに配慮された授業実践が積み重なる

ことが期待されている。

5 「ゆとり教育論争」が中等社会科教育に問いかけ

たもの

以上のように，「ゆとり教育論争」が平成 10年以降

展開されたが竺この論争は，中等社会科教育と同様

の課題を抱えていたことが窺える。平成 10年版学習

指導要領が重視した「生きる力」を中核に据えた学習

は，中等社会科教育にとっては，戦後教育改革期のカ

リキュラム理念，いわゆる経験主義，問題解決能力，

総合的判断力に立脚した「初期社会科」の理念に近い

概念であったともいえる。従って，中等社会科教育界

は，平成 10年版学習指導要領で展開された授業実践

に関する総括を行い，「初期社会科」との共通点と相

違点を把握し，次の中等社会科教育のあり方を探るこ

とが求められている。

その際現在はネット社会，情報化社会であり，ス

マートフォン等で個別知識はいつでも， どこでも検索

して獲得することが可能である。「ゆとり教育批判」



は，知識量の削減が争点となったが，ネット等で獲得

可能な知識，すなわち形式知は，時代と共に変化する

ものであり，陳腐化するものといえる。生徒が学ぶ形

式知は，学校で学習して完成では無く，生涯をかけて

更新する必要もある 23)。生徒はもとより，教師も，学

習指導のベースとなる知識は絶えず更新することが重

要となっており，学問の成果である知識も，不断の学

習や研鑽が求められている。今後，情報化社会におけ

る知識の習得や活用にも留意した中等社会科教育のあ

り方の更なる検討を期待したい。

本稿は，中等社会科教育学会第 32回研究大会のシン

ポジウム『「ゆとり世代」を教師として迎え始めた中

等社会科教育界一「失われた 10年」批判に社会科教

註

1)小学校と中学校の学習指導要領は平成 10年

(1998年） 12月14日に告示され，平成 14年

(2002年）度から実施された。高等学校の学習指

導要領は平成 11年 (1999年）に告示され，平成

15年 (2003年）度の第 1学年から学年進行で実

施された。本稿では，平成 10年版と称する。

2)大手進学塾の「公立小学校は，円周率は 3.14では

なく 3と勉強する」のポスターに代表されるよう

に，知識量の減少を懸念する論調が多々見られた。

3)中央教育審議会教育課程部会「第 10回 生活・

総合的な学習の時間専門部会」（平成 19年 9月4

日）では，「「総合的な学習の時間」は，事例集や

教科書がなく，教師の力量に左右される。」と整

理している。

4) OECDのPISA調査は， 2003年の結果が公表さ

れた平成 16年 (2004年）に，前回調査 (2000

年）で 1位だった「数学的リテラシー」が 6位

ヘ，「読解力」が 8位から 14位へ急落した。さ

らに， 2006年調壺結果が公表された平成 19年

(2007年）も順位はさらに低下し，「数学的リテ

ラシー」は 6位から 10位に，「読解力」は 14位

から 15位まで低下し，「学力低下」への懸念が

「PISAショック」と呼ばれ，メデイアで取り上げ

られた。

5) 中央教育審議会の答申『幼稚園，小学校，中学

校，高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等
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